
次の注意事項を解用ࢴと対比しながらを出さずにಡんで下さい。

1ɽ解用ࢴの受験൪߸の確認

解用ࢴの所定ཝに、あなたの受験൪߸がҹしてありますので、確認して下さい。

記載内容に誤りがある場合は、手を上͛て下さい。

2ɽ解用ࢴへの氏名及びϑリガナの記入

解用ࢴの所定ཝに、あなたの氏名を記入するとともに、ϑリガナをカタカナで記入して下さい。

3ɽ注意事項の表ࢴへの受験൪߸及び氏名の記入

この注意事項の表ࢴの所定ཝに、あなたの受験൪߸及び氏名を記入して下さい。

4ɽ試験問題数及び解時間

ֶՊ試験1の試験問題数は40問で、解時間は150分です。

5ɽ解方法

⑴	 解方法はマークシート方式です。֤試験問題には⑴から⑷までの4通りのえがありますの

で、そのうち質問に適したえを一つ選び、次のྫにならって解用ࢴにマーク（ృりつͿす）

して下さい。

なお、一つの試験問題で二つ以上マークすると誤りとなりますので注意して下さい。

ʤྫʥ問題1　次のうち、日本一高いࢁはどれか。

⑴　Ѩોࢁ

⑵　ઙ間ࢁ

⑶　ࢁ࢜

⑷　૦ϲַ

正解は⑶ですから、次のように解用ࢴの 3 をマークして下さい。

問題൪߸ 解　　ཝ
問題1 1 2 4

（ฏ成 29  10 ݄ 22 日 10 時 00 分〜12 時 30 分）

ʮֶ Պ ࢼ ݧ �ʯ

ɹҙɹ事ɹ߲

必ず記入して下さい。

受験൪߸

氏　名



⑵	 、点は機ցによって行いますので、解は̝ＢのԖචを使用し࠾ の外にはみ出さないよう

にマークして下さい。ボールペンは使用しないで下さい。

なお、シャープペンシルを使用する場合は、なるべくਊ
㆗㇓

のଠいものを使用して下さい。

ྑ͍ղͷྫʜʜ

ѱ͍ղͷྫʜʜ

⑶	 一度マークしたところをగ正する場合は、ফしΰムでফしりのないように全にফして下さ	

い。なお、࠭ফしΰムは、解用ࢴを傷つけたり、汚すڪれがありますので使用してはいけません。

Ԗචのがったり、 のようなফし方をした場合は、గ正したことにはなりませんので注

意して下さい。

⑷	 解用ࢴは、ંり曲͛たり、チΣックやメϞ書きなどで汚したりしないように特に注意して下

さい。

6ɽその他の注意事項

⑴	 試験問題の内容に関する質問には一切おえしません。

⑵	 解用ࢴを持ちؼることは認めません。

⑶	 途中ୀࣨは試験開45࢝分後から試験ऴྃ15分前までの間は認めますが、その前後の途中ୀࣨ	

は認めません。

⑷	 途中ୀࣨする際には、着੮したままで手を上͛て下さい。

監督員があなたの解用ࢴを回ऩし、ୀࣨの指示があるまで੮を立たないで下さい。

ᾋ	 一度ୀࣨすると試験ऴྃ後、指示があるまでは࠶入ࣨを認めません。

ᾌ	 試験ऴྃ後は、監督員が全員の解用ࢴを回ऩし確認作業を行いますので、監督員の指示が	

あるまで੮を立たないで下さい。

ᾍ	 試験問題は、試験ऴྃ後の持ちؼりは認めますが、途中ୀࣨする際の持ち出しは認めません。

途中ୀࣨされた方が試験問題を必要とする場合は、試験ऴྃ後、࠶入ࣨをڐ可するࢫの指示を

受けてから、࠶入ࣨして自੮のものをお持ちؼり下さい。ڐ可するまでは࠶入ࣨを認めません。
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ެ ऺ Ӵ ੜ ֓ 論

問題　1 	 水系ײ染のݪҼとなる次のපݪඍ生物のうち、浄水場での塩ૉফ毒が有効でないものは

どれか。

⑴	 පݪ性大̤ە
㉃

157

⑵	 レジΦネラ属ە

⑶	 クリプトスポリジウム

⑷	 ϊロウイルス

問題　2 	 。塩ૉに関する次の記述のうち、不適当なものはどれかཹ

⑴	 給水栓におけるཹ塩ૉೱ度は、結合ཹ塩ૉの場合は0.1mH/L以上、༡離ཹ塩

ૉの場合は、0.4mH/L以上を保持していなければならない。

⑵	 一ൠに使用されている塩ૉ系ফ毒剤としては、次ѥ塩ૉ酸ナトリウム、ӷ化塩ૉ（ӷ体

塩ૉ）、次ѥ塩ૉ酸カルシウム（高度さらしคを含Ή）がある。

⑶	 ফ毒したり、有機物を酸ەࡴ塩ૉとは、ফ毒効果のある有効塩ૉが水中のඍ生物をཹ

化分解した後も水中にཹしている塩ૉのことである。

⑷	 ༡離ཹ塩ૉには、次ѥ塩ૉ酸と次ѥ塩ૉ酸イΦンがある。
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問題　3 	 水道法第4条に規定する水質基準に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 පݪ生物に汚染され、又はපݪ生物に汚染されたことをٙわせるような生物ए
㇂

しくは物

質を含Ήものでないこと。

⑵	 シアン、水ۜその他の有毒物質を含まないこと。

⑶	 外؍は、ほとんど無৭透明であること。

⑷	 ফ毒による臭ຯがないこと。
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水 ಓ ߦ 

問題　4 	 水道法に規定する水道事業の認可に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水道法では、水道事業者を保護ҭ成すると同時に需要者の利ӹを保護するために、水道

事業者を監督する仕組みとして認可制度をとっている。

⑵	 水道事業を経Ӧしようとする者は、ࢢொଜ長の認可を受けなければならない。

⑶	 水道事業経Ӧの認可制度によって、複数の水道事業者の供給۠Ҭがॏ複することによる

不合理・不経ࡁが回避される。

⑷	 水道用水供給事業については、給水۠Ҭの֓೦はないが、水道事業の機能の一部を代替

するものであることから、認可制度をとっている。

問題　5 	 水道法第19条の水道技術管理者に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水道事業者は、水道の管理について技術上の業務を୲当させるため、水道技術管理者1 	

人を置かなければならない。この場合、水道事業者は、自ら水道技術管理者となることは

できない。

⑵	 水道技術管理者は、水道により供給される水の水質検査に関する事務に従事し、及びこ

れらの事務に従事する他の職員を監督しなければならない。

⑶	 水道技術管理者は、水道施設が水道法第5条の規定による施設基準に適合しているかど

うかの検査に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事する他の職員を監督しなけれ

ばならない。

⑷	 水道技術管理者は、給水装置の構造及び材質が水道法第16条の規定に基づく令で定

める基準に適合しているかどうかの検査に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事

する他の職員を監督しなければならない。
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問題　6 	 水道法第15条の給水義務に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が料金をࢧわないときは、供給規程の

定めるところにより、その者に対する給水を停止することができる。

⑵	 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、正当な理由がありやΉを得ない

場合をআき、常時給水を行う義務がある。

⑶	 水道事業者は、事業計画に定める給水۠Ҭ内の需要者から給水ܖのਃし込みを受けた

ときは、いかなる場合であってもこれをڋんではならない。

⑷	 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が正当な理由なしに給水装置の検査をڋ

んだときは、供給規程の定めるところにより、その者に対する給水を停止することができる。

問題　7 	 水道法に規定する給水装置工事主任技術者の職務としての水道事業者との連བྷ又は調整に

関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 配水管から分岐して給水管を設ける工事に係る工法、工期その他の工事上の条件に関す

る連བྷ調整。

イ	 水道メーターの下流側に給水管及び給水栓を設ける工事に係る工法、工期その他の工事

上の条件に関する連བྷ調整。

ウ	 給水装置工事（水道法施行規ଇ第13条に規定する給水装置のܰඍな変更をআく。）に着

手したࢫの連བྷ。

エ	 給水装置工事（水道法施行規ଇ第13条に規定する給水装置のܰඍな変更をআく。）を

ྃしたࢫの連བྷ。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 誤	 誤	 正

⑵	 	 誤	 正	 正	 正

⑶	 	 正	 誤	 正	 正

⑷	 	 正	 正	 誤	 誤
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問題　8 	 水道法施行規ଇに定める給水装置工事の事業の運Ӧの基準に関する次の記述のうち、不適

当なものはどれか。

⑴	 給水装置工事ごとに、給水装置工事主任技術者の職務を行う者を指名すること。

⑵	 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メー

ターまでの工事を施行する場合において、水道事業者のঝ認を受けた工法、工期等の条件

に適合するよう工事を行うこと。

⑶	 構造材質基準に適合しない給水装置を設置しないこと。また、給水管の切断等に適さな

い機ց器具を使用しないこと。

⑷	 工事ごとに、給水装置工事主任技術者に所要の記録を作成させ、それを1間保存する

こと。

問題　9 	 水道法に規定する給水装置及び給水装置工事に関する次の記述のうち、不適当なものはど

れか。

⑴	 配水管から分岐された給水管に直結する水道メーターは、給水装置に該当する。

⑵	 受水槽以߱の給水管に設置する給水栓、湯器等の給水設備は給水装置に該当しない。

⑶	 配水管から分岐された給水管に直結して温水洗浄便࠲を設置する工事は、給水装置工事

に該当する。

⑷	 配水管から分岐された給水管に直結して自動販売機を設置する工事は、給水装置工事に

該当しない。
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給 水 装 置 工 事 ๏

問題　10	 給水管の取出し工事に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 配水管への取付口における給水管の口径は、当該給水装置による水の使用量に比べてஶ

しく過大であってはならない。

⑵	 異形管から給水管を取出す場合は、外面に付着した土࠭や外面ඃ෴材をআڈし、入೦に

ਗ਼したのち施工する。

⑶	 硬質ポリ塩化ビニル管に分水栓を取付ける場合は、配水管のં損防止のためサドル付分

水栓を使用する。

⑷	 サドル付分水栓の配水管への取付けは、取付けボルトナットのۉ等క付けを行った後、

最ऴのక付けڧさを、トルクレンチを用いて確認する。

問題　11	 サドル付分水栓ἥ
㆛㇓


㆓ㆄ

に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 サドル付分水栓によるμクタイルர鉄管の分岐ἥに使用するドリルは、配水管の内面

ライニンάの仕様に応じた適切なものを使用する。

イ	 ຏしたドリル及びカッターは、管のライニンά材のめくれ、ണ離等が生じやすいので

使用してはならない。

ウ	 ἥ作業は、ἥする面がԁހであるため、ドリルのਊがずれないようἥドリルをڧ

くԡし下͛、すばやくἥを開࢝する。

エ	 μクタイルர鉄管のサドル付分水栓のἥՕ所には、ἥ断面の防食のための水道事業

者が指定する防
ㆼㆄ

Ḋ
㆛い

剤
㆖い

をృ布する。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 正	 誤	 誤

⑵	 	 誤	 正	 正	 誤

⑶	 	 正	 誤	 正	 正

⑷	 	 誤	 誤	 誤	 正
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問題　12	 給水管の配管工事に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 宅地内の主配管は、Ոの基ૅの外回りに布設することをݪଇとし、スペースなどの問

題でやΉを得ず構造物の下を通過させる場合は、さや管を設置しその中に配管する。

⑵	 さや管ヘッμ工法で使用する給水管としては、主にポリエチレン二層管が使用されてい

る。

⑶	 さや管ヘッμ工法では、চ下にヘッμを設置し、চに点検口を設けて点検できるように

するのが一ൠ的である。

⑷	 水圧、水撃作用等により給水管が離するおそれのある場所には、適切な離防止のた

めの措置を講じる。

問題　13	 公道における給水装置工事の現場管理に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当

なものはどれか。

ア	 下水道、ガス、電気、電ઢ等の地下埋設物の近くを۷する場合は、道路管理者の立ち

会いを求める。

イ	 に当たっては、工事場所のަ通安全などを確保するために保安設備を設置し、必要۷

に応じて保安要員（ަ通༠導員等）を配置する。

ウ	 の場合は、施工の安全性を確保ࢁさが1.5m以内であっても自立性にしい地ਂ۷

するため適切な勾配を定めて断面を決定するか、又は土ཹ工を施すこと。

エ	 工事の施行によって生じた建設発生土や建設ഇغ物等は、「ഇغ物の処理及びਗ਼に関

する法」やその他の規定に基づき、工事施行者が適正かつ速やかに処理する。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 誤	 正	 正	 正

⑵	 	 正	 誤	 正	 誤

⑶	 	 正	 誤	 誤	 正

⑷	 	 誤	 正	 正	 誤
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問題　14	 ফ防法の適用を受けるスプリンクラーに関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水道直結式スプリンクラー設備の工事は、水道法に定める給水装置工事として指定給水

装置工事事業者が施工する。

⑵	 水道直結式スプリンクラーは水道法の適用を受けることから、分岐する配水管からスプ

リンクラーヘッドまでの水理計算及び給水管、給水用具の選定は、給水装置工事主任技術

者が行う。

⑶	 式配管による水道直結式スプリンクラー設備は、給水管の分岐から電動弁までの間のס

停滞水をできるだけগなくするため、給水管分岐部と電動弁との間をくすることが望ま

しい。

⑷	 害その他正当な理由によって、一時的な断水や水圧低下等により水道直結式スプリンࡂ

クラー設備の性能がे分発شされない状況が生じても水道事業者に責任がない。

問題　15	 給水装置の異常現象に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 給水管にѥԖめっき鋼管が使用されていると、内部にスέール（Ḋ）が発生しやすく、

݄を経るとともに給水管断面が小さくなるので出水不ྑを起こすことがある。

⑵	 水道水が৭になる場合は、ர鉄管、鋼管のḊ
㆕ㆳ

が流速の変化、流水の方変化等によ

り流出したものである。

⑶	 配水管の工事等により断水した場合、通水の際の水圧によりスέール等が水道メーター

のストレーナに付着し出水不ྑとなることがあるので、このような場合はストレーナをਗ਼

する。

⑷	 配水管工事の際に水道水に࠭や鉄คが混入した場合、給水用具を損傷することもあるの

で、給水栓を取り外して、管内からこれらをআڈしなければならない。
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問題　16	 ֤管種の継手及び接合に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 ಔ管の接合には継手を使用するが、25mm以下の給水管の直管部は、継͗とするこ

とができる。

⑵	 ステンレス鋼管のプレス式継手による接合は、ઐ用క付け工具を使用するもので、時

間に接合でき、高度な技術を必要としない方法である。

⑶	 硬質塩化ビニルライニンά鋼管のͶじ接合において、管の切断はύイプカッター、チッ

プソーカッター、ガス切断等を使用して、管࣠に対して直֯に切断する。

⑷	 μクタイルர鉄管の/S形及び(9形継手は、大きな৳ॖ余裕、曲͛余裕をとっている

ため、管体に無理な力がかかることなく継手の動きで地൫の変動に適応することができる。

問題　17	 給水管の接合に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 硬質塩化ビニルライニンά鋼管のͶじ継手に外面樹脂ඃ෴継手を使用する場合は、埋設

の際、さらに防食テープをרく等の防食処理等を施す必要がある。

イ	 ಔ管のろう接合とは、管の差込み部と継手受口との伱間にろうを加熱༹解して、ໟࡉ管

現象により吸い込ませて接合する方法である。

ウ	 ポリエチレンค体ライニンά鋼管の&'継手による接合は、接合方法がマニュアル化さ

れ、かつ&'コントローラによる最適༥着条件が自動制御されるなどの特長がある。また、

異形管部分の離防止対ࡦが不要である。

エ	 μクタイルர鉄管の接合に使用する剤は、継手用剤に適合するものを使用し、ά

リース等の油剤類は絶対に使用しない。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 正	 誤	 誤

⑵	 	 誤	 正	 正	 誤

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 正	 誤	 誤	 正
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問題　18	 配管工事のཹ意点に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水路の上越し部、ௗ居配管となっているՕ所等、空気ཷまりを生じるおそれがある場所

にあっては空気弁を設置する。

⑵	 地階又は2階以上に配管する場合は、म理やվ造工事に備えて、֤階ごとに止水栓を設

置する。

⑶	 給水管を他の埋設管に近接して布設すると、給水管等の漏水によるサンドブラスト現象

により損傷を༩えるおそれがあるため、ݪଇとして他の埋設管より30 Dm以上の間ִを

確保し、配管する。

⑷	 高水圧を生じるおそれのある場所としては、水撃作用が生じるおそれのあるՕ所や、配

水管の位置に対しஶしく低い場所にある給水装置、直結増圧式給水による低層階部が͛ڍ

られるが、そのような場所には逆止弁を設置する。

問題　19	 給水管の配管工事に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 給水管は、設置場所の土圧、ྠՙॏその他のՙॏに対しे分な耐力を有する材質のもの

を選定するほか、地等の変位に対応できるよう৳ॖ可
ㆉ

Ꭱ
ㆨㆄ

性にんだ継手又は給水管とす

る。

⑵	 直管を曲͛配管できる材料としては、ライニンά鋼管、ಔ管、ポリエチレン二層管があ

る。

⑶	 給水装置は、ボイラー、Ԏ道等高温となる場所、ྫྷ凍ݿのྫྷ凍配管等に近接し凍結のお

それのある場所は避けて設置する。

⑷	 給水装置工事は、いかなる場合でもӴ生にे分注意し、工事の中断時又は一日の工事ऴ

ྃ後には、管端にプラά等で栓をし、汚水等が流入しないようにする。
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給 水 装 置 の 構 造 及 び 性 能

問題　20	 給水装置の水撃限界性能基準に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 水撃限界性能基準は、水撃発生防止仕様の給水用具であるか否かの判断基準であるので、

水撃作用を生じるおそれのある給水用具はすべてこの基準を満たしていなければならない。

⑵	 水撃限界性能基準は、水撃作用により給水装置に破壊等が生じることを防止するための

ものである。

⑶	 水撃作用とは、止水機構を急に閉止した際に管路内に生じる圧力の急激な変動作用をい

う。

⑷	 水撃限界性能基準では、湯水混合水栓等において同一の仕様の止水機構が水側と湯側に

ついているような場合は、いずれか一方の止水機構について試験を行えばよい。

問題　21	 給水管及び給水用具に適用される性能基準に関する次の記述のうち、適当なものはどれか。

⑴	 浄水器は、耐圧性能基準、浸出性能基準及び耐久性能基準を満たす必要がある。

⑵	 耐久性能基準は、電磁弁には適用されるが、逆止弁及び空気弁は適用対象外である。

⑶	 飲用、洗髪用の水栓、水洗便所のロータンク用ボールタップ等の末端給水用具は浸出性

能基準の適用対象である。

⑷	 シャワーヘッド、水栓のカランは、耐圧性能基準の適用対象外である。
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問題　22	 給水装置の逆流防止性能基準に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものは

どれか。

ア	 逆止弁等は、1次側と2次側の圧力差がほとんどないときも、2次側から水撃圧等の高

水圧が加わったときも、ともに水の逆流を防止できるものでなければならない。

イ	 逆流防止性能基準における高水圧時の試験水圧は、1.5MPaとなっている。

ウ	 減圧式逆流防止器は、逆流防止機能と負圧破壊機能を併せ持つ装置であることから、両

性能を有することを要件としている。

エ	 逆流防止装置を内部に備えた給水用具については、内部に備えられている逆流防止装置

を給水用具から取りはずして試験を行ってはならない。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 正	 正	 誤

⑵	 	 正	 誤	 誤	 正

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 誤	 誤	 正	 誤

問題　23	 次のうち、通常の使用状態において、給水装置の浸出性能基準の適用対象外となる給水用

具として、適当なものはどれか。

⑴	 継手類

⑵	 バルブ類

⑶	 洗面所の水栓

⑷	 ふろ用の水栓
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問題　24	 配管工事後の耐圧試験に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 配管工事後の耐圧試験の水圧は基準省令において定められており、水道事業者が独自に

定めることができない。

イ	 給水管の布設後耐圧試験を行う際には、加圧圧力や加圧時間を適切な大きさ、長さにし

なくてはならない。過大にすると柔軟性のある合成樹脂管や分水栓等の給水用具を損傷す

るおそれがある。

ウ	 波状ステンレス鋼鋼管は、水圧を加えると波状部分が膨張し圧力が低下する。これは管

の特性であり、気温、水温等で圧力低下の状況が異なるので注意が必要である。

エ	 分水栓、止水栓の耐圧試験は、止水性の試験ではないので、すべて「開」状態で実施する。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 誤	 誤	 正	 正

⑵	 	 正	 正	 誤	 誤

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 正	 誤	 正	 誤

問題　25	 水道水の汚染防止に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 末端部が行き止まりとなる給水管は、停滞水が生じ、水質が悪化するおそれがあるため

極力避ける。

⑵	 給水管路に近接してシアン、六価クロム等の有毒薬品置場、有害物の取扱場、汚水槽等

の汚染源がある場合は、給水管をさや管などにより適切に保護する。

⑶	 合成樹脂管をガソリンスタンド、自動車整備工場等に埋設配管する場合は、油分などの

浸透を防止するため、さや管などにより適切な防護措置を施す。

⑷	 配管接合用シール材又は接着剤は、これらの物質が水道水に混入し、油臭、薬品臭等が

発生する場合があるので、必要最小限の使用量とする。
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問題　26	 金属管の侵食に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 埋設された金属管が異種金属の管や継手、ボルト等と接触していると、自然電位の低い

金属と自然電位の高い金属との間に電池が形成され、自然電位の高い金属が侵食される。

イ	 自然侵食にはマクロセル及びミクロセルがあり、マクロセル侵食とは、腐食性の高い土

壌、バクテリアによる侵食をいう。

ウ	 金属管が鉄道、変電所等に近接して埋設されている場合に、漏洩
えい

電流による電気分解作

用により侵食を受ける。このとき、電流が金属管から流出する部分に侵食が起きる。

エ	 地中に埋設した鋼管が部分的にコンクリートと接触している場合、アルカリ性のコンク

リートに接している部分の電位が、コンクリートと接触していない部分より高くなって腐

食電池が形成され、コンクリートと接触していない部分が侵食される。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 誤	 正	 誤

⑵	 	 正	 正	 誤	 誤

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 誤	 誤	 正	 正
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問題　27	 クロスコネクションに関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 給水管と井戸水配管を直接連結する場合、両管の間に逆止弁を設置し、逆流防止の措置

を講じる必要がある。

イ	 クロスコネクションは、水圧状況によって給水装置内に工業用水、排水、ガス等が逆流

するとともに、配水管を経由して他の需要者にまでその汚染が拡大する非常に危険な配管

である。

ウ	 給水装置と当該給水装置以外の水管、その他の設備とは、一時的な仮設であってもこれ

を直接連結することは絶対に行ってはならない。

エ	 給水装置と受水槽以下の配管との接続はクロスコネクションではない。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 誤	 誤	 正

⑵	 	 誤	 正	 正	 誤

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 正	 誤	 正	 誤
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問題　28	 負圧破壊性能基準に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 バキュームブレーカとは、器具単独で販売され、水受け容器からの取付け高さが施工時

に変更可能なものをいう。

⑵	 バキュームブレーカは、負圧破壊性能試験により流入側からマイナス54 kPaの圧力を

加えたとき、バキュームブレーカに接続した透明管内の水位の上昇が75mmを超えない

こととされている。

⑶	 負圧破壊装置を内部に備えた給水用具とは、製品の仕様として負圧破壊装置の位置が施

工時に変更可能なものをいう。

⑷	 水受け部と吐水口が一体の構造であり、かつ水受け部の越流面と吐水口の間が分離され

ていることにより水の逆流を防止する構造の給水用具は、負圧破壊性能試験により流入側

からマイナス54 kPaの圧力を加えたとき、吐水口から水を引き込まないこととされてい

る。

問題　29	 凍結事故の処理に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 異種の配管材料が混在しているユニット化装置、ステンレス鋼鋼管等においては、材料

の比熱差による破断を避けるため、温水による解氷ではなく電気による解氷を行う。

⑵	 蒸気を耐熱ホースで凍結管に注入する解氷方法は硬質ポリ塩化ビニル管、ポリエチレン

二層管の合成樹脂管に対する凍結解氷に有効である。

⑶	 電気解氷による場合、給水管がガス管、その他金属管と接触していないことを確認する

必要がある。

⑷	 凍結が発生した場合、凍結範囲が拡大することを防ぐため、速やかに処置する必要があ

る。
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給 水 装 置 計 画 論

問題　30	 給水方式の決定に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 直結式給水は、配水管の水圧で直結給水する方式（直結直圧式）と、給水管の途中に圧力

水槽を設置して給水する方式（直結増圧式）がある。

イ	 水道事業者ごとに、水圧状況、配水管整備状況等により給水方式の取扱いが異なるため、

その決定に当たっては、設計に先立ち、水道事業者に確認する必要がある。

ウ	 給水方式には、直結式、受水槽式及び直結・受水槽併用式があり、その方式は給水する

高さ、所要水量、使用用途及び維持管理面を考慮し決定する。

エ	 受水槽式給水は、配水管から分岐し受水槽に受け、この受水槽から給水する方式であり、

受水槽出口で配水系統と縁が切れる。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 正	 誤	 誤

⑵	 	 正	 誤	 誤	 正

⑶	 	 誤	 誤	 正	 正

⑷	 	 誤	 正	 正	 誤

問題　31	 受水槽式の給水方式に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 一時に多量の水を使用するとき、又は、使用水量の変動が大きいとき等に配水管の水圧

低下を引き起こすおそれがある場合は、受水槽式とする。

⑵	 有毒薬品を使用する工場等事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する

場合は受水槽式とする。

⑶	 ポンプ直送式は、受水槽に受水したのち、使用水量に応じてポンプの運転台数の変更や

回転数制御によって給水する方式である。

⑷	 一つの高置水槽から適当な水圧で給水できる高さの範囲は、10階程度なので、高層建

物では高置水槽や吸排気弁をその高さに応じて多段に設置する必要がある。
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問題　32	 直結給水システムの計画及び設計に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なも

のはどれか。

ア	 直結加圧形ポンプユニットに近接して設置する逆流防止器の形式は、当該水道事業者の

直結給水システムの基準等による。

イ	 当該水道事業者の直結給水システムの基準等に従い、同時使用水量の算定、給水管の口

径の決定、ポンプ揚程の決定等を行う。

ウ	 既設建物の給水設備を受水槽式から直結式に切り替える場合にあっては、当該水道事業

者の直結給水システムの基準等を確認する。

エ	 給水装置は、給水装置内が負圧になっても給水装置から水を受ける容器などに吐出した

水が給水装置内に逆流しないよう、逆流防止措置が義務付けられている。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 誤	 正	 誤

⑵	 	 誤	 正	 誤	 正

⑶	 	 正	 正	 正	 正

⑷	 	 誤	 正	 正	 誤
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問題　33	 直結式給水による10戸の集合住宅での同時使用水量として、次のうち、適当なものはど

れか。

ただし、同時使用水量は、標準化した同時使用水量により計算する方法によるものとし、	

1戸当たりの末端給水用具の個数と使用水量、同時使用率を考慮した末端給水用具数、並び

に集合住宅の給水戸数と同時使用戸数率は、それぞれ表－1から表－3のとおりとする。

⑴	 200 L/分

⑵	 250 L/分

⑶	 300 L/分

⑷	 350 L/分

表－2　末端給水用具数と同時使用水量比

総末端給水用具数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 20 30

同時使用水量比 1.0 1.4 1.7 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 2.9 3.0 3.5 4.0 5.0

表－3　給水戸数と同時使用戸数率

戸数 1〜 3 4 〜10 11〜20 21〜30 31〜40 41〜60 61〜80 81〜100

同時使用戸数率（％） 100 90 80 70 65 60 55 50

問題　34	 受水槽式による総戸数90戸（ 2LDK40戸、 3LDK50戸）の集合住宅1棟の標準的な受

水槽容量の範囲として、次のうち、適当なものはどれか。

ただし、2LDK1戸当たりの居住人員は3人、3LDK1戸当たりの居住人員は4人とし、	

1人1日当たりの使用水量は250 Lとする。

⑴	 16m3〜32m3

⑵	 32m3〜48m3

⑶	 48m3〜64m3

⑷	 64m3〜80m3

表－1　1戸当たりの給水用具の個数と使用水量

給水用具 個数 使用水量（L/分）

台所流し 1 12

洗濯流し 1 12

浴槽（和式） 1 20

大便器（洗浄タンク） 1 12
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問題　35	 図－1に示す給水装置におけるＢ点の余裕水頭として、次のうち、適当なものはどれか。

ただし、計算に当たってＡ〜Ｂの給水管の摩擦損失水頭、分水栓、甲形止水栓、水道メー

ター及び給水栓の損失水頭は考慮するが、曲がりによる損失水頭は考慮しないものとする。

また、損失水頭等は、図－2〜図－4を使用して求めるものとし、計算に用いる数値条件

は次のとおりとする。

①	 Ａ点における配水管の水圧　水頭として30m

②	 給水管の流量　0.6 L/秒

③	 Ａ〜Ｂの給水管、分水栓、甲形止水栓、水道メーター及び給水栓の口径20mm

⑴	 8m　　　⑵　12m　　　⑶　16m　　　⑷　20m

給水栓

給水管 3.
0m

1.
0m

高低差

高低差
Ａ

Ｂ

3.0m 12.0m

甲形止水栓 水道メーター分水栓

配水管

図－1　給水装置
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給 水 装 置 工 事 事 務 論

問題　36	 給水装置工事に係る記録の作成、保存に関する次の記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	 給水装置工事の記録については、定められた様式に従い書面で作成し、保存しなければ

ならない。

⑵	 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事の施主の氏名又は名称、施行場所、竣工図、

品質管理の項目とその結果等についての記録を作成しなければならない。

⑶	 給水装置工事の記録作成は、指名された給水装置工事主任技術者が作成することになる

が、給水装置工事主任技術者の指導・監督のもとで他の従業員が行ってもよい。

⑷	 給水装置工事主任技術者は、給水装置工事を施行する際に生じた技術的な問題点などに

ついて、整理して記録にとどめ、以後の工事に活用していくことが望ましい。
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問題　37	 給水装置工事における給水装置工事主任技術者（以下、本問においては「主任技術者」とい

う。）の職務に関する次の記述の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 主任技術者は、給水装置工事の事前調査において、酸・アルカリに対する防食、凍結防

止等の工事の必要性の有無を調べる必要がある。

イ	 主任技術者は、給水装置工事の事前調査において、技術的な調査を行うが、必要となる

官公署等の手続きを漏れなく確実に行うことができるように、関係する水道事業者の供給

規程のほか、関係法令等も調べる必要がある。

ウ	 主任技術者は、給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督を誠実に行わなければな

らない。

エ	 主任技術者は、給水装置工事における適正な竣工検査を確実に実施するため、自らそれ

にあたらなければならず、現場の従事者を代理としてあたらせることはできない。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 誤	 正	 誤	 正

⑵	 	 正	 誤	 正	 誤

⑶	 	 正	 正	 正	 誤

⑷	 	 正	 正	 誤	 正
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問題　38	 指定給水装置工事事業者（以下、本問においては「工事事業者」という。）による給水装置工

事主任技術者（以下、本問においては「主任技術者」という。）の選任等に関する次の記述の正

誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 主任技術者が、水道法に違反したときは、厚生労働大臣は主任技術者の免状の返納を命

ずることができる。

イ	 工事事業者は、選任した主任技術者が欠けるに至った場合、新たな主任技術者を選任し

なければならないが、その選任の期限は特に定められていない。

ウ	 工事事業者は、給水装置工事の事業を行う事業所ごとに複数の主任技術者を選任するこ

とができる。

エ	 工事事業者は、主任技術者の選任にあたり、同一の主任技術者を複数の事業所で選任す

ることはできない。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 誤	 正	 正	 誤

⑵	 	 正	 誤	 誤	 誤

⑶	 	 誤	 正	 誤	 正

⑷	 	 正	 誤	 正	 誤
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問題　39	 給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（以下、本問においては「基準省令」という。）

に定める性能基準の適合に関する次の正誤の組み合わせのうち、適当なものはどれか。

ア	 自己認証は、給水管、給水用具の製造業者等が自ら又は製品試験機関などに委託して得

たデータや作成した資料等に基づいて、性能基準適合品であることを証明するものである。

イ	 第三者認証とは、中立的な第三者機関が製品試験や工場検査等を行い、基準に適合して

いるものについては基準適合品として登録して認証製品であることを示すマークの表示を

認める方法である。

ウ	 自己認証において、設計段階での基準適合性が証明されたことによりすべての製品が安

全であるといえる。

エ	 給水装置に使用する給水管で、基準省令を包含する日本工業規格（JIS規格）や日本水道

協会規格（JWWA規格）等の団体規格の製品は、JISマークやJWWAマーク等によって

規格適合が表示されていれば性能基準適合品として使用することができる。

ア	 イ	 ウ	 エ

⑴	 	 正	 正	 誤	 正

⑵	 	 誤	 正	 正	 誤

⑶	 	 正	 正	 誤	 誤

⑷	 	 誤	 誤	 正	 正
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問題　40	 基準適合品の確認方法として厚生労働省が構築している「給水装置データベース」に関する

記述のうち、不適当なものはどれか。

⑴	「給水装置データベース」とは、製品ごとの性能基準への適合性に関する情報が全国的に

利用できるものである。

⑵	「給水装置データベース」では、基準に適合した製品名、製造業者名、基準適合の内容等

に関する情報を集積しているが、基準適合性の証明方法に関する情報はない。

⑶	 厚生労働省の「給水装置データベース」のほかに、第三者認証機関のホームページにおい

ても情報提供サービスが行われている。

⑷	「給水装置データベース」に掲載されている情報は、製造業者等の自主情報に基づくもの

であり、内容についてはその情報提供者が一切の責任を負うことになっている。






